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１．長期使用製品安全点検制度 

特定保守製品【９品目】  
平成２１年４月以降に販売した製品が対象 

 

○小型ガス湯沸器に係る死亡事故等、製品の経年劣化が主因となる重大な事故が発生し 
 たことを背景として、経年劣化による製品事故を未然に防止するために、平成２１年４月、 
 長期使用製品安全点検制度を導入。 
○本制度は、重大事故の発生の恐れが高い製品を特定保守製品として指定し、当該製品 
 については事前に所有者情報をメーカーが把握することで、点検が必要な時期に、メー 
 カーが所有者に点検時期を通知、所有者が点検を受ける制度。 
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２．本制度の課題 

○本制度は、事前に製品の所有者情報をメーカーが把握することで、点検が必要な時期 
 に、メーカーが所有者に点検時期を通知することとなっている。 
○販売事業者は、購入者（所有者）に引き渡す際に、製品に同梱されている所有者票の記 
 載内容を説明する義務がある他、所有者票の代行記入・登録も可能。 
○しかしながら、本制度の前提となるメーカーの所有者情報の把握（登録率）は、全体で 
 ３７％と低い水準にとどまっている。 

  
販売者は所有者に
点検制度を説明 

製品を点検 

製品に同梱されている所
有者票に必要事項を記入 

点検依頼 
点検時期 
の通知 

所有者票をメーカー
に返送（所有者登
録） 

特定保守製品 
購入から点検 
までの流れ 

※点検は有料 

【製品別】          （平成２７年３月末現在） 
 ○電気製品 ３４％ 
 ○ガス機器 ４３％ 
 ○石油機器 ３７％ 
 
【特定保守製品別】 
 ○ビルトイン式電気食器洗機        ３６％ 
 ○浴室用電気乾燥機             ３３％ 
 ○屋内式ガス瞬間湯沸器（都市ガス用）  ４８％ 
 ○屋内式ガス瞬間湯沸器（ＬＰガス用）   ３３％ 
 ○屋内式ガスふろがま（都市ガス用）     ５４％   
 ○屋内式ガスふろがま（ＬＰガス用）     ３３％ 
 ○石油給湯機                  ４１％ 
 ○石油ふろがま                 ３６％ 
 ○密閉燃焼式石油温風暖房機          ３１％ 

所有者情報登録率 
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３．今後の取組の３つの方向性 

①（特定保守製品の）販売時の対策 
  販売事業者に対し、所有者への本制度の説明の徹底、所有者票の代行記入や代行登
録に対するさらなる協力を要請。併せて、製造事業者による返送された所有者票の分析
等を踏まえ、行政による立入検査等を強化。 

 

②設置済み製品に対する対策 
  関係事業者に対し、定期的な点検等の際の登録の確認、（登録されていない可能性が
ある場合の）代行記入・登録に対する協力を要請。 

 

③賃貸住宅の設置済み製品に対する対策 
  賃貸住宅では、居住人ではなく、賃貸住宅の所有者等に対する協力を要請 

販売時の対策 

設置済み製品 
に対する対策 

販売事業者への協力要請 

関係事業者への点検時等の確認、代行登録等への協
力要請 

製造事業者による分析実施 

賃貸住宅の所有者に対する協力要請 
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○事業所内でのルール化 

 ・本制度に対する説明の確
実な実施 

 ・所有者の同意を得た上で、
所有者票の代行記入や
登録（返送） 

４－１．具体的な取組 ～販売時の対策～ 

○販売時の対策として、経産省より、販売事業者に対して、①所有者への説明の徹底、 
  ②所有者票の代行記入・登録等の協力を要請。 
○今後、製造事業者は返送された所有者票の分析を行い、必要な対策を検討。 
○行政は、適切に対応していない事業者に対して立入検査を実施。 

・販売時の制度の説明の実施の有無 
・代行記入・登録等の実施状況 
・登録状況（登録率） 等 

 
返送された所有者票を分析 

 

× 
 

 
○ 

 

行政による 
販売事業者に対する 
立入検査等の実施 

事業者団体等への要請文書（例） 

機密性○ 

 案 ） 

番   号 

年 月 日 

 

特定保守製品の取引事業者（販売事業者、不動産販売事業者及び建物建築請負事業者等）

関係団体宛て 

 

 

経済産業省商務流通保安グループ製品安全課 

 

 

長期使用製品安全点検制度の一層の定着に向けた協力要請について 

 

製品の長期使用による経年劣化等に起因する一般消費者等の事故の防止のため、平成２

１年４月に施行された「消費生活用製品安全法の一部を改正する法律」（平成１９年法律第

１１７号）において、長期使用製品安全点検制度が導入されました。 

 本制度では、経年劣化等により特に一般消費者に重大な危害を及ぼす恐れのある特定保

守製品について、予め所有者情報を登録してもらうことにより製造事業者が所有者を把握

し、点検を行うべき期間に製造事業者が所有者に対し点検の通知を行うことで、点検の実

施を促し、安全を確保する制度です。 

 制度実施以降の所有者票、取引事業者等の協力等の運用上の課題を把握し、本制度の一

層の定着に向け、平成２４年７月には「長期使用製品安全点検制度・表示制度ガイドライ

ン」を一部改正し、販売事業者等及び関連事業者には、所有者の同意を得た上で所有者票

を記入する「所有者票の代行記入」を含めた登録促進を要請したところです。 

 しかし、製造事業者が把握している所有者情報の登録率は低く、全体では約３７％程度

となっています。 

 こうした状況を踏まえ、以下について貴関係団体の傘下事業者に対する協力を要請する

こととしました。つきましては、貴関係団体傘下の各事業者に対して、以下の対応を周知

するようお願いします。 

 

① 販売事業者等においては、本制度の所有者に対する説明については、製品に同梱され

ている所有者票を示した上で、確実に実施すること。 

② 所有者の同意を得た上で、所有者票の代行記入や所有者票の特定製造事業者に代行返

送についての協力を行うこと。 

 

 

 

経産省 製造事業者 

販売事業者等 

要請 

協力 

不十分 

     ヒアリング・立入検査 
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４－２．具体的な取組 ～設置済み製品への対策～ 

○設置済み製品への対策として、関係事業者が行う点検等の際に、①所有者情報の登録
の確認と、②登録されていない可能性がある場合には、所有者に同意を得た上で、代行
記入や登録等を行うことに対する協力を関係事業者に要請。 

 

○要請先： 

電気製品、ガス機器、石油機器の点検等を実施
する機会を有する事業者 

○要請内容： 

所有者情報が登録がされていない可能性のあ
る対象製品について、所有者票の代行記入等
の協力を実施すること  

設置済み製品への対策に関する要請 

○ガス事業者・ガス機器製造事業者等団体 
○ハウスメーカー団体 

製造事業者には、関係事業者が点検の際
に、所有者に対する説明や登録を短時間
で実施できる資料等の作成を依頼中。 

事業者団体等
への要請文書
（例） 
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機密性○ 

（別添） 

経済産業省からの長期使用製品安全点検制度に関するお願い 

 

 法律（消費生活用製品安全法）に基づく長期使用製品安全点検制度は、経年劣化等によ

り特に一般消費者に重大な危害を及ぼす恐れのある特定保守製品について、予め所有者情

報を登録してもらうことにより製造事業者が所有者を把握し、点検を行うべき期間に製造

事業者が所有者に対し点検の通知を行うことで、点検の実施を促し、安全を確保する制度

です。 

【対象製品(特定保守製品)平成21年4月1日以降に製造・輸入されたもの】 

 

 

上の９製品のうち、平成２１年４月１日以降に製造・輸入されたものが法律の対象。 

【登録から点検までの流れ】 

製造事業者（メーカー）に所有者情報を登録します 

            ↓ 

点検時期が来たら、メーカーから所有者に点検の通知が届きます 

            ↓ 

メーカーに点検を依頼し、点検を受けます（点検は有料です） 

 

御社の定期点検等の際に、特定保守製品であるにもかかわらず所有者情報の登録がされ

ていない可能性がある製品があれば、所有者の承諾を得た上で、「所有者登録票の記入方法」

を参考にして、「所有者登録票」に必要事項を記入の上、メーカー（製造事業者）へ返送い

ただきますようお願い申し上げます。 

機密性○ 

（ 案 ） 

番   号 

年 月 日 

 

一般社団法人住宅生産団体連合会殿 

 

 

経済産業省商務流通保安グループ製品安全課 

 

 

長期使用製品安全点検制度及びリコール対象品等への対応に関する協力の要請について 

 

 これまで、貴団体及び貴団体の会員事業者には、長期使用製品安全点検制度及びリコー

ル対象品等への対応についてご協力をいただいているところです。しかし、長期使用製品

安全点検制度に基づく所有者情報の登録率は低い水準にとどまっており、また、リコール

対象品にもかかわらず回収等がなされていない未対策品による重大事故も発生しています。

こうした状況にかんがみ、電気製品、ガス製品、石油製品等の使用に伴う一般消費者の事

故の防止のため、長期使用製品安全点検制度及びリコール対象品等への対応に関し、貴協

会の傘下事業者に対し以下の協力を要請することとしました。 

 つきましては、貴協会傘下の各事業者に対して、以下の対応を周知するようお願いしま

す。 

 

 

１．長期使用製品安全点検制度への対応 

 長期使用製品安全点検制度は、経年劣化等により特に一般消費者に重大な危害を及ぼす

恐れのある特定保守製品について、予め所有者情報を登録してもらうことにより製造事業

者が所有者を把握し、点検を行うべき期間に製造事業者が所有者に対し点検の通知を行う

ことで、点検の実施を促し、安全を確保する制度です。 

 本制度の施行から約６年経過しましたが、本制度が機能するための前提となる製造事業

者が把握している所有者情報の登録率が、全体では約３７％にとどまっています。 

 こうした状況を踏まえ、以下の対応について協力をお願いします。 

（１）住宅の建築やリフォーム時に、特定保守製品を販売する際、本制度の所有者への説

明を実施することは法律で義務化されています。これに加え、所有者へ説明する際に、

所有者の承諾を得た上で、所有者票の代行記入、所有者票の特定製造事業者への代行

返送の実施について、事業者としてマニュアル化する等により登録率の向上に向けた

協力を実施すること。 

（２）本制度の施行後、これまでの間における住宅の建築やリフォームを実施した特定保 



４－３．具体的な取組 ～賃貸住宅の設置済み製品に対する対策～ 

○賃貸住宅では、特定保守製品の所有者は（居住人ではなく）賃貸住宅のオーナー（所有 
 者）であることが多く、点検等で居住者に対し登録の確認等を行うことが困難である場合 
 も多い。こうしたことから、賃貸住宅の所有者等に対する要請を実施。 
 

○要請先 

賃貸住宅を管理する協会 

○要請内容： 

対象製品を保有しているにもかかわらず、所有者
情報の登録をしていない場合には、所有者情報
の登録を行うこと 

賃貸住宅に設置された 

設置済み製品への対策に関する要請 

特定保守製品所有者登録票（例） 事業者団体等への要請文書（例） 

○家屋賃貸事業者等団体 
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機密性○ 

（別添） 

経済産業省からの長期使用製品安全点検制度に関するお願い 

 

法律（消費生活用製品安全法）に基づく長期使用製品安全点検制度は、経年劣化等によ

り特に一般消費者に重大な危害を及ぼす恐れのある特定保守製品について、予め所有者情

報を登録してもらうことにより製造事業者が所有者を把握し、点検を行うべき期間に製造

事業者が所有者に対し点検の通知を行うことで、点検の実施を促し、安全を確保する制度

です。 

【対象製品(特定保守製品)平成21年4月1日以降に製造・輸入されたもの】 

 

 

上の９製品のうち、平成２１年４月１日以降に製造・輸入されたものが法律の対象。 

【登録から点検までの流れ】 

製造事業者（メーカー）に所有者情報を登録します 

            ↓ 

点検時期が来たら、メーカーから所有者に点検の通知が届きます 

            ↓ 

メーカーに点検を依頼し、点検を受けます（点検は有料です） 

 

御社の定期点検等の際に、特定保守製品であるにもかかわらず所有者情報の登録がされ

ていない可能性がある製品があれば、所有者の承諾を得た上で、「所有者登録票の記入方法」

を参考にして、「所有者登録票」に必要事項を記入の上、メーカー（製造事業者）へ返送い

ただきますようお願い申し上げます。

機密性○ 

（ 案 ） 

番   号 

年 月 日 

 

一般社団法人全国賃貸不動産管理業協会 

会長殿 

 

 

経済産業省商務流通保安グループ製品安全課長 

 

 

 

長期使用製品安全点検制度に関する協力の要請について 

 

 貴協会及び貴協会の会員事業者等おかれましては、これまで、消費生活用製品安全法に

基づく長期使用製品安全点検制度への対応についてご理解、ご協力をいただいていること

に対し、御礼を申し上げます。 

 さて、長期使用製品安全点検制度は、経年劣化等により特に一般消費者に重大な危害を

及ぼす恐れのある特定保守製品について、予め所有者情報を登録してもらうことにより製

造事業者が所有者を把握し、点検を行うべき期間に製造事業者が所有者に対し点検の通知

を行うことで、点検の実施を促し、安全を確保する制度です。 

 本制度の施行から約６年経過しましたが、本制度が機能するための前提となる製造事業

者が把握している所有者情報の登録率が、全体では約３７％と低い水準にとどまっていま

す。 

 こうした状況を踏まえ、これまでも本制度にはご理解、ご協力をいただいているところ

ではありますが、入居者等の安全確保のために、下記についてさらなるご協力をお願いし

ます。 

 

記 

 

 貴協会の会員事業者等が、長期使用製品安全点検制度の特定保守製品を保有等している

にもかかわらず所有者情報の登録がされていない可能性がある場合には、特定製造事業者

に対し、所有者情報の登録を行うこと。 

 なお、所有者情報の登録に必要な所有者票は、製品に同梱されておりますが、紛失した

等により、所有者情報の登録が出来ない場合には、（別添）を活用し、ご登録いただきます

ようお願いします。 



 
 

（参考）その他の取組み（点検時期のお知らせ機能、制度の周知） 

点検時期のお知らせ機能の製品への搭載（事例） 

お知らせランプ（緑色） 
が点滅 

点検ランプが点灯 

８８８表示が点滅 

制度の周知 

政府広報 

政府広報、ＮＩＴＥプレス、チ
ラシの作成、事業者による
周知 等 
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